
 

環境省の所管する競争的研究資金における不正使用及び不正受給に係る     

研究費の執行停止、応募資格の制限及び研究費の返還等に関する規程 

 

 

平成１７年３月２２日 

改正 平成１９年４月２０日 

改正 平成２５年２月 １日 

改正 平成２９年７月１４日 

環境省大臣官房総合環境政策統括官グループ 

地球環境局 

環境再生・資源循環局 

 

（目的） 

第１条 この規程は、環境省の所管する競争的研究資金において、不正使用又

は不正受給がなされた場合に、これらに関与した研究者等に対し、研究費の

執行停止及び応募資格の制限等について定めるとともに、当該研究費の配分

を受けた研究機関に対する研究費の返還について定めるものである。 

 

（定義） 

第２条 この規程における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

（１）「環境省の所管する競争的研究資金」とは、環境研究総合推進費及び地

球温暖化対策技術開発・実証研究事業をいう。 

（２）「不正使用」とは、故意若しくは重大な過失により、環境省の所管する

競争的研究資金における研究費を他の用途に使用した場合、その他法令

等に違反して研究費を使用した場合をいう。 

（３）「不正受給」とは、偽りその他不正な手段により環境省の所管する競争

的研究資金において研究費を受給した場合をいう。 

（４）「研究者」とは、環境省の所管する競争的研究資金の配分を受けて研究・

技術開発を行う研究者を指し、研究代表者、研究分担者又は研究協力者

であることを問わない。 

（５）「研究機関」とは、研究者が、環境省の所管する競争的研究資金の配分

を受けて研究・技術開発を行う際に所属する大学、試験研究機関又は民

間企業等の機関をいう。 

 

（研究費の執行停止及び応募資格の制限） 

第３条 環境省は、不正使用に関与した研究者又は不正使用に関与していたと

までは認められなかったものの、研究実施に当たり、研究費を管理する責任



 

者としての義務に違反した研究者（以下「不正使用に関与した研究者等」と

いう。）に対し、研究費の執行を停止させる。なお、研究費の執行停止期間

は、研究費の執行停止を行った日以降で、その日の属する年度及び翌年度以

降２年以上５年以内の間で不正使用の内容等を勘案して相当と認められる期

間とする。 

また、環境省は、不正使用に関与した研究者等に対し、環境省の所管する競

争的研究資金への応募資格の制限を行う。なお、応募資格の制限期間は、不正

使用の内容等を勘案し、研究費の返還があった年度の翌年度以降、別表に掲げ

る期間とする。ただし、社会への影響が小さく、行為の悪質性も低いと判断さ

れた場合には、応募資格の制限をせず、厳重注意を通知する。また、不正使用

に関与した研究者等の研究課題に係る研究に参加した他の研究者の研究費に

ついては、研究の進捗状況及び今後の研究の成果等を勘案して決定することが

できる。 

 

２ 環境省は、不正受給に関与した研究者又は不正受給に関与していたとまで

は認められなかったものの、研究実施に当たり、研究費を管理する責任者と

しての義務に違反した研究者（以下「不正受給に関与した研究者等」という。）

に対し、研究費の執行を停止させる。なお、研究費の執行停止期間は、研究

費の執行停止を行った日以降で、その日の属する年度及び翌年度以降５年間

とする。 

また、環境省は、不正受給に関与した研究者等に対して、環境省の所管する

競争的研究資金への応募資格の制限を行う。なお、応募資格の制限期間は、研

究費の返還があった年度の翌年度以降、別表に掲げる期間とする。 

 

（通知及び公表等） 

第４条 環境省は、前条第１項及び第２項の規定により、研究費の執行停止を

行う場合には、不正使用に関与した研究者等又は不正受給に関与した研究者

等にその旨を通知する。また、応募資格の制限を行う場合には、不正使用又

は不正受給の内容、研究費の執行停止期間、応募資格の制限期間等を文書に

より通知するものとする。 

 

２ 環境省は、不正使用に関与した研究者等又は不正受給に関与した研究者等

が、他の府省の競争的研究資金においても不正使用又は不正受給に関与して

いた場合において、環境省が通知した応募資格の制限の終期が、他の府省の

通知した応募資格の制限の終期よりも早い場合、当該研究者等に対し、応募

資格の制限期間として、他の府省が通知した応募資格の制限の終期までの期

間を通知することができる。 



 

 

３ 環境省は、第１項に規定する事項を通知したときは、不正使用又は不正受

給に関与した研究者等の氏名、資金名、所属機関、研究課題、予算額、研究

年度、不正の内容、講じた措置の内容等について、速やかに公表するととも

に、関係府省間で当該情報を共有する。 

 

（研究費の返還） 

第５条 環境省は、不正使用又は不正受給がなされた研究費を執行又は保有し

ている受託機関の代表者又は補助事業者に対し、当該研究費について期限を

定めて返還させる。 

 

（競争的研究資金への応募の不採択）  

第６条 環境省は、不正使用に関与した研究者等又は不正受給に関与した研究

者等が、研究費の執行停止を行った日から応募資格の制限の始期までの期間

において研究代表者として環境省の所管する競争的研究資金に応募している

場合には、その研究課題を採択せず、採択後に研究代表者であることが判明

した場合には、その研究課題の採択を取り消す。  

また、当該研究者等が研究分担者等として応募している課題については、当

該研究者等を除外しなければ採択しない。なお、採択後に当該研究者等が研究

分担者等となっていることが判明した場合には、その研究課題の採択を取り消

すことができる。 

 

（雑則） 

第７条 この規程に定めるもののほか、不正使用又は不正受給がなされた場合

の取扱いについては、「研究機関における競争的資金の管理・監査のガイド

ライン（実施基準）」（平成29年７月14日改正 環境省総合環境政策統括官

決定）その他競争的資金に係る政府の指針、申し合わせ文書等を踏まえ、必

要な措置を講じることができる。 

 

附則 

この規程は、平成２９年７月１４日から実施する。ただし、平成２９年７月

１３日以前に開始した事業の不正使用について、規程の施行日以降に応募資格

の制限期間を決定する場合で、改正後の規程において算定された応募制限期間

が改正前の規程において算定された応募制限期間より長くなる場合には、改正

前の規程において算定された応募制限期間を適用する。 

 



 

別表 

 

不正使用及び不正受給に 

係る応募制限の対象者 
応募制限期間 

不正使用に関与

した研究者（第３

条第１項） 

１．個人の利益を得るために使用した

場合 
１０年 

２． 

１．以外 

① 社会への影響が大き

く、行為の悪質性も高い

と判断される場合 

５年 

② ①及び③以外と判断さ

れる場合 
２～４年 

③ 社会への影響が小さ

く、行為の悪質性も低い

と判断される場合（注２） 

１年 

不正受給に関与した研究者 

（第３条第２項） 
５年 

不正使用又は不正受給に関与していたとまでは認められな

かったものの、研究実施に当たり、研究費を管理する責任

者としての義務に違反した研究者（第３条第１項及び第２

項） 

不正使用又は不正

受給に関与した研

究者の応募制限期

間の半分（上限２

年、下限１年、１

年に満たないもの

は切り捨て） 

 

（注１）いずれの場合においても単純な事務処理の誤りであったと認められる

場合についてはこの限りではない。 

（注２）別表③の場合で、かつ不正使用額が少額な場合は、応募資格を制限せ

ず、厳重注意を通知する。 

（注３）別表①～③に係る社会への影響及び行為の悪質性に関する評価基準は

別紙による。 


